
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次期本庄市まち・ひと・しごと創生総合戦略の 

策定に向けた基本的考え方 

令和元年 8月 

資料３ 
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§１．本庄市人口ビジョン・本庄市まち・ひと・しごと創生総合戦略の概要 

 

 ■ 少子化の進行 →  主な要因 【合計特殊出生率の低下、既婚率の低下等による出生数の減少】 

■ 転出超過   →  主な要因 【進学・就職による 10 代後半～20代にかけての慢性的な転出超過】 

 

 

本市の人口動向・目指すべき人口ビジョン（人口ビジョン平成 28年 3月） 
 

■ 2060 年に５万人半ばの人口を確保【2060年合計特殊出生率 2.08、2030年までに社会移動を均衡化】 

本庄市まち・ひと・しごと創生総合戦略の骨子体系 
 

総合戦略 
における計画課題 

出生率の改善・向上 

計画テーマ 次の時代につながるまち～世のため、後のため～ 

若い世代の転出抑制・転入促進 

基本戦略１：『企業と働く人がともに輝けるまち』【しごと】 

計画課題を解決する 
ための４つの基本戦略 

基本戦略２：『安心して子どもを生み育てるまち』【ひと】 

基本戦略３：『多様な世代による子育て参加で いつまでも 

住み続けたい、住みたくなるまち』【まち】 

基本戦略４：『歴史と文化と若い力による訪れたくなるまち』【魅力創造】 

本庄市まち・ひと・しごと創生総合戦略における 44の個別施策と 50の KPI 
 

注）掲載スペースの関係で一部個別施策名またはＫＰＩ名称の表現を変更している場合があります。 

600人 
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名称 
数値目標 

(平成31年) 

実績値 

(平成27年) 

実績値 

(平成28年) 

実績値 

(平成29年) 

実績値 

(平成30年) 

実績値 

(平成31年) 

市内就業者数 40,000人 37,555人     

名称 
数値目標 

(平成31年) 

実績値 

(平成27年) 

実績値 

(平成28年) 

実績値 

(平成29年) 

実績値 

(平成30年) 

実績値 

(平成31年) 

合計特殊出生率 1.35人 1.42人 1.23人 1.20人 未計測 未計測 

名称 
数値目標 

(平成27年～令和２年) 

実績値 

(平成22年～平成27年) 

実績値 

(平成30年) 

15歳～34歳→20～39歳の5年間純移動者数 100人未満転出超過 約400人転出超過  

名称 
数値目標 

(平成31年) 

実績値 

(平成27年) 

実績値 

(平成28年) 

実績値 

(平成29年) 

実績値 

(平成30年) 

実績値 

(平成31年) 

観光入込客数 720,000人 656,834人 700,187人 701,119人 722,771 未計測 

移住定住施策による20

～39歳の転入者数 
累計200人    181人 未計測 

総点検の結果、50 のＫＰＩ（※未設定・重複設定・新規分含む）のうち、現時点で KPI の目標を達成してい

る「①Ａ」評価は全体の 26.0％(13 件）であり、「Ⅰ しごと」14.3％（１件）、「Ⅱ ひと」27.8％（5 件）、「Ⅲ 

まち」30.0％（3 件）、「Ⅳ 魅力創造」26.7.％（4 件）という結果でした。一方、現時点では、目標を達成して

いない「①Ｂ」「②評価」が 56.0％（28 件）と最も多い結果でした。このうち、現時点では目標達成には至っ

ておらず実績値の推移に増減があるものの、最終年度の達成見込として「見込有」とされたものが２１施策と、

多くの施策が最終的な目標達成を見込んでいます。 

注）市内就業者数は、2020年（令和２年）の国勢調査結果より検証を行う予定。 

§２．本庄市まち・ひと・しごと創生総合戦略の検証結果 

基本戦略ごとの数値目標に対する達成状況 
 

基本戦略１  企業と働く人がともに輝けるまち【Ⅰしごと】  

〔数値目標〕市内就業者数：平成 31年 40,000人 

注）平成 30年及び平成 31年の合計特殊出生率は、「人口動態調査（厚生労働省）」より検証を行う予定。（現時点未公表） 

基本戦略２  安心して子どもを生み育てるまち【Ⅱひと】  

〔数値目標〕合計特殊出生率：平成 31 年 1.35人 

基本戦略３  多様な世代による子育て参加で   

いつまでも住み続けたい、住みたくなるまち【Ⅲまち】  

〔数値目標〕15 歳～34歳→20～39 歳の 5 年間純移動者数：平成 31年転出超過 100 人未満 

注）平成 27年、令和 2年の国勢調査より検証を行う予定。（現時点未公表） 

注）本市における移住定住施策として平成 30年度より「住まいる応援金事業」を開始しており、移住定住施策による 20

～39歳の転入者数は、同事業への申請者のうち 20～39歳までの転入者数。（市調べ） 

 

基本戦略４  歴史と文化と若い力による訪れたくなるまち【Ⅳ魅力創造】 

〔数値目標〕観光入込客数：平成 31年 720,000人 

〔数値目標〕移住・定住施策による 20～39歳の転入者数：平成 31年 200人 

平成30年 

検証不可 

基本戦略ごとに設定された各数値目標に対する達成状況（実績）は以下のとおりとなっています。 

最終年度である平成 31 年の実績値は、現時点においていずれも未計測となっていますが、平成 30 年の実績

値と各数値目標との比較では、「Ⅳ魅力創造」の数値目標が一部達成となっています。 

ＫＰＩの達成状況 
 

次期本庄市まち・ひと・しごと創生総合戦略（以下、「次期総合戦略」という。）の策定にあたり、現本庄市ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略（以下、「現総合戦略」という。）において、個別施策ごとに設定されたＫＰＩの

達成状況を国の「第１期 まち・ひと・しごと創生総合戦略に関する検証会」」資料に基づき、総点検を行いま

した。 

平成 30年 

検証不可 

平成 30年 

検証不可 

平成 30年 

一部達成 

事業効果の検証 
 

現総合戦略では、44 の個別施策の中で 110 の各種事業が展開されており、これらの事業に対して以下の指標

に基づき、事業効果の検証を行いました。 

 

検証の結果、「極めて効果的であるもの（Ａ）」は 21 事業 19.1％、「ある程度効果的であるもの（Ｂ）」は 80

事業 72.7％、「あまり効果的でないもの（Ｃ）」は 1 事業 0.9％、「効果的でないもの（Ｄ）」は 0 事業 0％、「不

明（Ｅ）」は 8 事業 7.3％となり、効果的な事業は全体の 91.8％となりました。 
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§３．本庄市人口ビジョンの見直しに関する検討 

社人研推計の見直しによる将来人口予測の変化 
 

 

平成 30年 12月、国立社会保障・人口問題研究所（以下、「社人研」という。）において、平成 27 年の

国勢調査を基とした「日本の地域別将来推計人口（平成 30 年推計）」（以下、「平成 30 年推計」という。）

がとりまとめられました。 

平成 28年３月に策定された「本庄市人口ビジョン」では、社人研の「日本の地域別将来推計人口(平成

25 年推計)」（※平成 22 年の国勢調査を基にとりまとめられた推計結果）（以下、「平成 25 年推計」とい

う。）を用いた人口分析及び将来展望が行われていることから、平成 25 年推計と平成 30年推計の違いを

把握したうえで、「本庄市人口ビジョン」の見直しの是非に関する検討を行うことが必要となります。 

以下に、社人研の平成 25年推計と平成 30年推計の総人口・年少人口・高齢化率に関する推計結果を比

較すると、2060年の総人口は、平成 25年推計の 48,629 人（約 4.9万人）に対して、平成 30年推計では

約 2,000 人多い 50,740 人(約 5.1 万人)と推計されており、また、2060 年の年少人口は、平成 25 年推計

の 3,974 人（約 4千人）に対して、平成 30年推計では約 150 人多い 4,127 人（約 4.1千人）と推計され

るなど、将来の人口減少予測に対して改善が見られる結果となっています。しかしながら、一方で、高齢

化率は平成 25年推計時よりもさらに進行することが予測されており、平成 30年推計における 2060年の

高齢化率は、平成 25年推計よりも 1.6％高い 43.9％（約 44％）となることが予測されています。 

本庄市総合振興計画（平成 30 年 3月）における将来人口フレーム 
 

 

 

「本庄市総合振興計画〔基本構想（平成 30

年度～令和 9年度）・前期基本計画（平成

30 年度～令和 4 年度）では、市民の結婚・

出産・子育ての希望を叶え、若い世代の転

出抑制・転入促進を図ることで、人口減少

に歯止めをかける取組を加味し、目標年

次である令和 9 年度の将来人口を概ね

74,000 人とする将来フレームが掲げられ

ており、これは、現在の「本庄市人口ビジ

ョン」との整合性が図られたものとなっ

ています。 

4.5

5.5

6.5

7.5

8.5

2010 2020 2030 2040 2050 2060

社人研推計

人口の将来展望

（万人）

（年）
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社人研推計

人口の将来展望

（千人）

（年）

20%
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35%

40%

45%

2010 2020 2030 2040 2050 2060

社人研推計

人口の将来展望

（年）

総人口の推計 高齢化率の推計 年少人口の推計 

～ 社人研平成 25年（2013 年）３月推計と本庄市人口ビジョンの比較 ～ 

～ 社人研平成 30年（2018年）３月推計と本庄市人口ビジョンの比較 ～ 

5.1 万人 

目標 
5.5 万人 

4.1 千人 

目標 
7.4 千人 

44％ 

目標 
35％ 

(平成 25 年推計) 48,629 人 → (平成 30 年推計) 50,740 人 2060年総人口 

(平成 25 年推計) 3,974 人  → (平成 30 年推計) 4,127 人 2060年年少人口 

(平成 25 年推計) 42.3％,,  → (平成 30 年推計) 43.9％ 2060年高齢化率 

2,111 人増加 

153 人増加 

1.6％進行 

～ 総合振興計画による将来人口予測 ～ 

本庄市人口ビジョンの見直しに関する基本的考え方 
 

人口ビジョンは、総合戦略で掲げる様々な施策・事業を展開するための道標となるものであり、また、市の最

上位計画である総合振興計画と整合が図られたものです。そのため、社会情勢の大きな変化等が無い限り、原則、

見直し・変更は行わないとの認識のもと、平成 30 年推計による将来人口予測の変化等を鑑みた場合、高齢化率

は平成 25 年推計よりも進行することが予測されているものの、総人口及び年少人口は若干の改善傾向となって

いることから、現時点において、人口ビジョンの下方修正を行う必要性は低いものと判断されます。しかしなが

ら、現総合戦略における計画課題に関連する下記データをみると、合計特殊出生率及び出生数ともに減少傾向で

あり、依然として 20～39 歳までの若い世代の転出超過が続いていることから、中・長期的には、現在の人口ビ

ジョンとの乖離が発生してくることも予想されます。総合戦略に掲げる各種施策・事業の効果的な展開と併せ

て、各年の各種人口推移を把握しつつ、令和２年の国勢調査の結果により見直しを検討していきます。 

1.25
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1.42

1.23
1.20

1.33 1.31

1.39

1.37 1.36
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少子高齢化への対応 

・出会いの場の創出、安定した雇用と経済的基盤の確保、妊娠・出産・子育てに

至る総合的な対策の推進。 

・子育て世代が精神的にも経済的にも安心して子どもを生み育てられる魅力ある

環境整備の推進。 

・高齢社会における健康寿命の延伸、高齢者の社会参画の確保の促進 

次代を担う人材の育成 
・「知・徳・体」をバランスよく育む教育の推進 

・学校・家庭・地域の連携・協働による「地域とともにある学校づくり」の推進 

人々の健康と 

安心な生活の確保 

・市民ニーズの高い高度な医療や救急医療の充実 

・近隣自治体との広域的連携を含めた医療体制の整備。 

・健康寿命延伸のための医療・福祉・介護などにおける社会環境の整備。 

・子どもから高齢者まで、全てのライフステージにおける心の健康づくりの推進 

・障害者の活躍支援、引きこもり・自殺対策支援の推進 

活力ある地域づくり 
・就農者の確保・支援、産業育成・雇用の確保、商業振興支援の推進。 

・社会インフラの老朽化対策の推進、魅力あるまちなか拠点の創出。 

魅力発信の強化 
・交流人口の拡大による地域活性化の推進。 

・市内外への市の魅力の発信による定住者の促進。 

環境に配慮した取組 
・豊かな自然環境と良好な景観の保全。 

・再生可能エネルギーの効果的な利活用、廃棄物の減量化・再資源化の推進。 

人権を尊重し、 

自ら取り組むまちづくり 

・市民一人ひとりの尊厳が守られた社会の実現。 

・市と協働してまちづくりに取り組む市民・団体への支援の充実。 

より安全に暮らせる 

まちづくり 

・危機管理体制の強化、市民防災意識の向上に資する支援の充実。 

・交通安全の啓発、安全に配慮した交通環境の整備推進。 

・多様化する犯罪を未然に防ぐ取組の推進 

時代の要請に即した 

行政経営 

・積極的なICTの活用等による市民サービスの向上 

・行政手続きのオンライン化の推進をはじめとした、行政サービスの質の維持・

向上の推進。 

・情報セキュリティに配慮した情報管理、行政の透明性の更なる確保の推進。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４つの基本目標 政策パッケージ 

１．地方にしごとをつくり、
安心して働けるようにす
る 

・地域経済雇用戦略の企画・実施体制の整備 

・大都市から地方への「人材還流システム」の構築等 

・地域を支える個別産業分野の戦略推進 

・個人事業者等による創業を通じた地域における新たなビジネスの創造 

・地域における国際競争力の強化 

２．地方への新しいひとの流
れをつくる 

・地方移住の推進 

・企業の地方拠点機能強化、企業等における地方採用・就労の拡大 

・地方大学等の活性化 

３．若い世代の結婚・出産・
子育ての希望をかなえる 

・若い世代の経済的安定 

・妊娠・出産・子育てまでの切れ目のない支援 

・子ども・子育て支援の充実 

・ワークライフバランスの実現（働き方改革） 

４．時代に合った地域をつく
り、安心なくらしを守る
とともに、地域と地域を
連携する 

・中山間地域等における「小さな拠点」の形成 

・地方都市における経済・生活圏の形成 

・大都市圏等における安心な暮らしの確保 

・人口減少等を踏まえた既存ストックのマネジメント強化 

・地域連携による経済・生活圏の形成 

（１）地方へのひと・資金の流れを強化する 

 ① 将来的な地方移住にもつながる「関係人口」を創出・拡大。 

② 企業や個人による地方への寄附・投資等を用いた地方への資金の流れの強化。 

（２）新しい時代の流れを力にする。 

 ③ Society5.0の実現に向けた技術の活用。 

④ SDGsを原動力とした地方創生。 

⑤ 「地方から世界へ」。 

（３）人材を育て活かす。 

 ⑥ 地方創生の基盤をなす人材に焦点を当て、掘り起しや育成、活躍を支援。 

（４）民間と協働する。 

 ⑦ 地方公共団体に加え、ＮＰＯ等の地域づくりを担う組織や企業と連携。 

（５）誰もが活躍できる地域社会をつくる 

 ⑧ 女性、高齢者、障害者、外国人等誰もが居場所と役割を持ち、活躍できる地域社会の実現。 

（６）地域経営の支援で取り組む。 

 ⑨ 地域の経済社会構造全体を俯瞰して地域をマネジメント。 

～ 国 第１期まち・ひと・しごと創生総合戦略（2015～2019 年度）の枠組み 
～ 

§４．次期総合戦略の策定に向けた上位計画における基本的考え方 

国 まち・ひと・しごと創生基本方針 2019 の基本的考え方 
 

本庄市総合振興計画（平成 30年 3月）が目指すまちづくりの姿 
 

あなたと活かす みんなで育む 歴史と教育のまち 本庄 

～世のため、後のため～ 

～ 国 第 2期まち・ひと・しごと創生総合戦略（2020～2024 年度）の枠組み 
～ 

■「継続を力にする」という考えのもと、第１期総合戦略の枠組みを引き続き維持 

■ ４つの基本目標について、現行の枠組みを維持しつつ、第１期総合戦略の検証結

果や新しい時代の流れを踏まえた必要な強化を実施。 

基本的考え方 

第２期総合戦略における新たな視点 

＜まちづくりの主要課題＞ 

＜まちづくりの主要課題を踏まえた基本理念と将来像＞ 

 

・総合的な少子化対策の推進 

・安心して子どもを生み、楽しく子育て出

来る魅力的な環境の提供 

・教育の質の向上 

・誰もが健康で、安心して過ごすことが出

来るまちづくりの推進 

 

・経済と雇用を支える産業の誘致・強化 

・農業の生産性向上、就農者の確保 

・商業の発展支援、観光振興の推進 

・快適・安全で美しい都市の整備と地域社

会の核となるまちなか再生の推進 

・環境にやさしいまちづくりの推進 

 
・多世代、様々な文化の人々が交流し、互

いに尊重しあえるまちづくりの推進 

・行政と市民の協働体制の構築による

安全安心なまちづくりの推進 

・ICT等を活用した効率的・効果的な行政

経営の推進 

・行政経営の透明性の確保推進 

みんなで育む 
安心・共生のまちづくり 

訪れたくなる 
住み続けたくなるまちづくり 

市民と行政がともに創る 
安全のまちづくり 

＜将 来 像＞ 

※ 赤字は、特に総合戦略との関連があると思われる事項 
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§５．次期総合戦略の策定にあたっての基本的考え方（その１） 

次期総合戦略の策定にあたっての基本的考え方 
 

 

本市では、現総合戦略において、人口減少の克服と地方創生にむけた４つの基本戦略のもと、44 の個

別施策と 110の各種事業を展開してきました。その結果、平成 31 年４月１日現在の総人口は、人口ビジ

ョンにおいて展望された値とほぼ同程度となっているほか、年少人口及び高齢化率については、展望され

た値よりも改善された状況となっています。しかしながら、計画課題である「出生率の改善・向上」及び

「若い世代の転入促進・転出抑制」に着目すると、平成 29 年時点の合計特殊出生率は、現総合戦略が検

討された平成 27 年時点と比較して 0.22 ポイント減少しており、出生数は増減を繰り返しながら全体と

して緩やかな減少傾向となっています。また、20～39 歳の転入・転出状況においては、一貫して転出超

過が続いている状況となっています。 

こうしたことから、全体としての方向性は、現総合戦略の枠組みを継続しつつ、より計画課題の解決に

繋がる施策または事業を重点として位置付け、現総合戦略の深化・推進を図ることで計画課題の解決を図

り、本庄市の人口減少抑制を促進します。また、次期総合戦略の策定にあたっては、国の基本方針で示さ

れた新たな視点や総合振興計画におけるまちづくりの方向性、各種アンケート調査から把握される市民

ニーズ、市民ワークショップ等での意見等に留意するとともに、現総合戦略の検証結果を踏まえ、効果的

な指標の設定を検討します。 
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■総人口

人口ビジョン推計値
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9,878 
9,670 

9,527 9,403 
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本庄市の出生数の推移
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1,397 1,378 1,419 1,403 1,371

ｰ1,455 ｰ1,565 ｰ1,462 ｰ1,551 ｰ1,530
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次期総合戦略の枠組み（案） 
 

次期総合戦略 
計画課題 

出生率の改善・向上 

計画テーマ(全体目標) 次の時代につながるまち～世のため、後のため～ 

若い世代の転出抑制・転入促進 

 

地方創生は息の長い取り組みであり、次期総合戦略においても現総合戦略で根付いた総合的な取り組

みを継続することから、次期総合戦略の全体目標は、現総合戦略を踏襲し、『次の時代につながるまち～

世のため、後のため～』とします。計画期間は、令和 2 年度を初年度とし、次の人口ビジョン見直しの検

討を行う令和４年度までの３年間とします。また、次期総合戦略では人口ビジョンの目指す方向性である

『人口減少の抑制』を明確化するため、計画課題として『出生率の改善・向上』・『若い世代の転出抑制・

転入促進』を明記することとします。原則として現総合戦略の枠組みを継続することとしますが、国の基

本方針による新たな視点を踏まえ、見直しを行うこととします。 

～次期本庄市まち・ひと・しごと創生総合戦略（令和 2年度～令和 4年度）枠組み案 ～ 
 

 

新たな転入者を呼び込み、また、市内からの転出者を抑制するためには、女性、若者、高齢者、障害者、外国人を

含むすべての人材が活躍できる、安定した雇用の場を確保することが重要です。そのため、「企業誘致」や「雇用対

策」、「創業・就業支援」を重点とし、これまでの取組を加速していきます。 

また、企業と働く人がともに輝けるまちを目指し、「市内産業の更なる振興」や「地元企業におけるワークライフ

バランスの推進」を促進していきます。 

基本戦略Ⅰ 誰もが活躍できる地域社会を実現し、企業と働く人がともに輝けるまち 

 

出生率の改善・向上や若い世代の転出抑制と転入促進を図るためには、安心して子どもを生み育てるとともに、地

域の多様な支え合いにより安心して暮らしていける環境整備が重要です。そのため、引き続き、「結婚・出産・子育

て支援」の充実を図るとともに、市民ニーズも高く市の取組課題のひとつでもある保健・医療の取組を加速していき

ます。また、多様な主体が支え合う共生社会の創造にむけ、関係機関・部署間の連携を強化するとともに、地域を牽

引する人材の育成を促進していきます。 

基本戦略Ⅱ 安心して子どもを生み育てるとともに、多様な主体が支え合うまち 

 
若い世代を含めたあらゆる世代の定住促進を図るためには、雇用の確保、子育て環境の充実を図ると同時に、住み

たい、住み続けたいと思う魅力あるまちづくりの推進が重要です。そのため、まちなか再生プランの推進、持続可能

な開発目標（SDGs）の達成にむけた取組及び安全・安心に資する各種インフラ整備を推進するなど、賑わいと魅力あ

る安全・安心な都市環境の形成を推進します。また、東京オリンピックパラリンピック（2020年）を契機とする「ス

ポーツ・健康のまちづくり」の取組を促進していきます。 

基本戦略Ⅲ 誰もが住みたい、住み続けたいまち 

 
地域を持続的に発展させるためには、市民が本市に「愛着」や「誇り」を持ち、また、多くの人が本市に魅力を感

じ、訪れ、リピーターとなるよう地域の魅力を創造し、情報発信を強化することが重要です。そのため、「シティプ

ロモーションの推進」を重点とし、地域資源の掘り起こしや地域への参画向上を推進し、これまでの取組を加速する

とともに、移住・定住を促進するための各種支援を推進していきます。また、地域と多様な形で関わり地域課題の解

決に資する関係人口の創出・拡大を図ります。 

基本戦略Ⅳ 誰もが知っていて、何度も訪れたくなるまち 

人口減少の抑制 

27.1

30.1

25.1
25.9

26.5
27.1

27.7

20.0

22.0

24.0

26.0

28.0

30.0

32.0

■高齢化率

人口ビジョン推計値

住民基本台帳人口

（％）
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 ①拡大 ②継続 ③縮小 
④改善・ 

見直し 

⑤中止・ 

廃止 ⑥完了 
⑦その他 

(未実施等) 
合 計 

Ⅰ しごと 0(0.0%) 20(95.2%) 0(0.0%) 1(4.8%) 0(0.0%) 0(0.0%) 0(0.0%) 21(100％) 

Ⅱ ひと 0(0.0%) 29(90.6%) 0(0.0%) 0(0.0%) 0(0.0%) 1(3.1%) 2(6.3%) 32(100％) 

Ⅲ まち 0(0.0%) 25(89.3%) 0(0.0%) 1(3.6%) 0(0.0%) 2(7.1%) 0(0.0%) 28(100％) 

Ⅳ 魅力創造 0(0.0%) 26(89.7%) 0(0.0%) 1(3.4%) 0(0.0%) 1(3.4%) 1(3.4%) 29(100％) 

合  計 0(0.0%) 100(90.9％) 0(0.0%) 3(2.7%) 0(0.0%) 4(3.6%) 3(2.7%) 110(100％) 

会議体等 Ｒ1.7月 Ｒ1.8月 Ｒ1.9月 Ｒ1.10月 Ｒ1.11月 Ｒ1.12月 Ｒ2.1月 Ｒ2.2月 Ｒ2.3月 

懇談会  
●  

 ●   
● 

 

本部会議 ●   ●  ● ●  ●  ● 

市民ワークショップ  ● ● 
 

    
 

市議会との意見交換   
 

●  
 

 
 

 

ワーキンググループ

による検討 
         

§６．次期総合戦略の策定にあたっての基本的考え方（その２） 

 

 

 

次期総合戦略の策定に向けた今後の検討スケジュール 
 

計画素案作成 計画原案作成

原案確認・承認 

 

  

 

(３)農業の振興 

(１)企業誘致の推進 

(２)雇用対策 

(４)商工業の振興 

(７)ワークライフバランスの推進 

(６)女性の就業支援 

(５)若者を中心とした創業支援 

(８)出会いの創出 

(９)出産に向けた支援 

(10)保育サービスの充実 

(11)放課後児童クラブの充実 

(12)子育てに関する相談・情報提供の充実 

(13)経済的支援の推進 

(14)子育て世帯の住宅確保支援 

(15)地域の子育て支援ネットワークづくり 

(16)子育て環境の整備 

(17)母子保健の充実 

(18)小児・休日・夜間医療の充実 

(19)健康等に関する相談窓口の充実 

(20)大学付属病院等の誘致 

(21)地域を牽引する人材の育成 

(22)「親の学習」の推進 

(23)多世代連携による子ども達への支援充実 

(24)駅周辺等の整備 

(25)空き家対策の推進 

(26)交通安全・防犯活動の推進 

(27)子育て世代ニーズに応える公園施設の充実 

(28)多世代同居・近居の推進 

(29)公共交通の充実 

(30)夜間におけるまちの安全確保 

(31)バリアフリーの推進 

(32)観光拠点の整備 

(33)観光推進 

(34)シティプロモーションの推進 

(35)スポ・レクイベントの開催 

(36)文化財の保存啓発 

(37)高校生による地域の活性化 

(38)世代間交流事業の実施 

(39)移住・定住に向けた住宅支援 

(40)ＵＩＪターンの促進 

(41)本庄早稲田の杜づくり 

(42)郷土愛の醸成 

(43)本市への愛着度向上事業の推進 

(44)新幹線の活用 

次
の
時
代
に
つ
な
が
る
ま
ち
～
世
の
た
め
、
後
の
た
め
～ 

全体 

目標 

【
出
生
率
の
改
善
・
向
上
】 

 

【
若
い
世
代
の
転
出
抑
制
・
転
入
促
進
】 

→ 

人
口
減
少
の
抑
制 

計画 

課題 

基本戦略Ⅱ【ひと】 
 
 
 
 
 

安心して子どもを生

み育てるとともに、

多様な主体が支え合

うまち 

基本戦略Ⅲ【まち】 
 
 

誰もが住みたい、住み

み続けたいまち 

基本戦略Ⅳ【魅力創

造】 
 
 
 
 
 

誰もが知っていて、何

度も訪れたくなるまち 

経済 

雇用 

働き方 

結婚 

出産 

子育て 

保健 

医療 

人材 

まち 

づくり 

インフラ 

整備 

観光 

移住 

定住 

基本戦略Ⅰ【しごと】 
 

誰もが活躍できる地域

社会を実現し、企業と

働く人がともに輝ける

まち 

 

施策・事業におけるＫＰＩのアウトカム指標化の検討 

 

（国の新たな視点 例） 

 ・誰もが居場所と役割を持てるコミュニティづくりの推進 

 ・多文化共生社会の推進 

・持続可能な開発目標（SDGs）の達成にむけた取組 

・デジタル革新がもたらす次世代の創造社会（Society5.0）の実現にむけた未来技術の活用 

・地元金融機関等との連携によるビジネスマッチングの展開 等 

 等 

次期総合戦略における施策・事業の見直し 

今後の事業の方向性 

施策・事業の拡充・見直し・工夫 

今後の事業の方向性については「②継続」が全体の 90.9％を占め、次期総合戦略の推進にあたり、現在行っている

各事業を引き続き継続していく必要があると考えられていることが分かります。 

一方で、「④改善・見直し」は、全体の 2.7％にとどまっており、次期総合戦略の策定にあたって、「②継続」とされ

た事業も含め、計画課題に対し、より効果的な事業となるよう内容の拡充や見直し、工夫等を行っていく必要がある

と考えられます。 

次期総合戦略の体系イメージ※ 
 

個別施策   ↓拡充・工夫・見直し 

第
２
期
総
合
戦
略
の
基
本
的
考
え
方 

国の新たな視点や市民ワークショップ等の市民ニーズの把握、ワーキンググループ等での 
新規施策・事業の検討 

※次期総合戦略の体系イメージであり、個別施策は、現総合戦略の施策を記載しています。 

現行施策を 


